
図―１　日米の建設コストの比較�
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１ ２はじめに

日米における建設コストの内外価格差について

は，内外価格差問題がクローズアップされていた

平成５年に調査を開始して以降，５年ごとに，そ

のフォローアップ調査を実施してきている。

本稿においては，平成１５年の調査結果の概要に

ついて紹介するものである。今回の調査からは，

同じものを相手国で造ったと仮定した場合の建設

コストを生計費購買力平価換算で比較すると，

前々回調査の平成５年（１９９３年），前回調査の平

成１０年（１９９８年）に引き続き，平成１５年（２００３

年）においても日米の建設コストの内外価格差は

ほとんどないという状況が明らかとなった（図―

１）。

建設コストの比較方法について

建設コストの比較方法についてはこれまでの調

査と同じであるが，比較対象となる契約実例工事

の選定では，発注実績の多い最近の工事であると

ともに，件数についても平成５年（１９９３年）の４

件，平成１０年（１９９８年）の５件（うち１件は平成

５年度調査工事）から，６件に増やすなど，これ

までに比べて充実を図っている。

� 通貨の換算レート

建設コストに対する内外価格差の算定にあたっ

ての通貨の換算レートに何を用いるかについては

議論のあるところである。この調査では，比較対

象が非貿易的要素の強い建設サービスであること

から，内閣府により調査が行われてきた生計費購

買力平価を用いている。なお，生計費購買力平価

については，最新の調査結果が平成１２年

（２０００年）であるので，本調査を開始し

た平成５年（１９９３年）からの購買力平価

の数値を直線近似により外挿し，平成１５

年（２００３年）の換算レートを１２２円／ドル

として推計した（図―２）。


 比較方法

日米における公共土木工事の契約実例

６工事を対象に，相手国で同じものを造

ると仮定した場合の工事費を算出し，日

建設コストの内外価格差フォローアップ調査
（土木分野）の結果について
同じものを造れば同程度の費用に
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図―２　生計費購買力平価と為替レートの推移�

20032002

平成15年�
122円/ドル�

2001200019991998
（年）�

19971996199519941993

（
円
/ド
ル
）
�

116円/ドル�生計費購買力平価（内閣府）�
生計費購買力平価（トレンド）�
為替レート�

160

150

140

130

120

110

100

90

80

米相互の比較による建設コストの内外

価格差を算定している。

すなわち，米国の契約実例について

は，米国の契約図書（図面，仕様書

等）をもとに，現地視察により施工条

件を確認の上で，国土交通省の土木工

事標準積算基準書を用いて積算した価

格と，米国での実際の契約額とを比較

している。

また，日本の契約実例については，

日本の発注図面，仕様書等をもとに米

表―１ 比較対象工事の概要

工事名 工事概要 工事場所
積算想定都市

米国 日本

米国の契約
実例工事

�US Route２２０／I―９９／SR
６２２０Project

（ペンシルベニア州交通局）

米国道路新設工事
・延長１４．４km
・４車線
・土工３００万m3

・置換工１３０万m3 等

ペンシルベニア州
ステートカレッジ近
郊

４都市
平均（注）

東京

�Ogontz Avenue Project
（ペンシルベニア州フィラ
デルフィア市）

米国舗装修繕工事
・延長５．４km
・幅員１８．３m
・舗装オーバーレイ・打換
工１０万m2 等

ペンシルベニア州
フィラデルフィア市

�Upper and Middle
Reaches of the C ― 1
Channel―Phase 2

（ネバダ州ヘンダーソン市）

米国河川工事
・延長１．７km
・掘削工１．７万m3

・大型水路工１．５km
・法覆護岸工６，３００m2 等

ネバダ州
ヘンダーソン市

日本の契約
実例工事

�下宮田地区改良工事
（国土交通省）

日本道路新設工事
・延長０．８km
・２車線
・土工１６万m3

・地盤改良工５７０本
・ブロック積工１，３００m2

・カルバート工３５m 等

千葉県袖ヶ浦市

�今井舗装工事
（国土交通省）

日本舗装新設工事
・延長１．１km
・２車線
・舗装工２．１万m2

・排水構造物工２．９km 等

長野県岡谷市

�葉鹿上築堤工事
（国土交通省）

日本河川工事
・延長０．３km
・土工２．６万m3

・法覆護岸工３，３００m3

・付帯道路工１，９００m2 等

栃木県足利市

（注） ４都市：ニューヨーク，シカゴ，ダラス，サンフランシスコ
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図―３　工事総価による日米価格差�
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国のエスティメーター（コンサルタント）に積算

委託した積算価格と，日本の積算価格との比較を

行っている。

� 比較対象の契約実例工事

比較対象工事６件の工事概要および積算時に想

定した都市は，表―１のとおりである。

工事総価による比較結果に
ついて

� 調査結果の総括

工事総価の調査結果は図―３のとおりである。

生計費購買力平価で換算した全工事の平均値は

０．９７倍（日本／米国）となり，平成１５年も日米の内

外価格差はほとんどないことが明らかになった。

なお，個々の工事の内外価格差を見ると，工事に

含まれている工種や工事数量等が異なるため，最

小の０．７７倍から最大の１．２５倍まで幅があることが

分かる。


 各工事事例の比較結果の概要

� 米国道路新設工事事例（写真―１）

工種別内訳は表―２のとおりである。

この事例における道路土工，地盤改良工につい

ては，日本の工事費は米国のそれよりも安い。一

般的に，米国では発注図面には土質区分が明示さ

れておらず，土工関係では実際の現場条件により

工事費に大きな差が生じるため，単価にはリスク

として大きな経費が見込まれていることが要因と

なったものと推測される。

舗装工においては，日本の工事費が高くなって

いるがシェアが小さいため，工事全体としては，

日本の工事費が安い結果となった。

� 米国舗装修繕工事事例（写真―２）

工種別内訳は表―３のとおりである。

この事例における舗装工は，日本の工事費は米

国の工事費よりも高い。工事費にアスファルト材

料費の占める割合がきわめて高く，材

料費の価格差が強く反映されている。

排水構造物工は，米国では，プレキャ

スト製U型側溝が日本ほど普及して

いないため，米国工事費が割高となっ

ている。工事全体では，価格差がほと

んどない結果となった。

表―２ 米国道路新設工事事例における工種別内訳
［生計費購買力平価（１２２円／ドル）で換算］ （単位：百万円）

工種
米国積算 日本積算 価格差

B／AA金額 シェア B金額 シェア

道路土工 ２，４７８．０ ２７．３％ ２，１６１．７ ３０．９％ ０．８７

地盤改良工 ２，７２３．２ ３０．０％ １，４９２．１ ２１．３％ ０．５５

舗装工 ５４８．４ ６．０％ ７５９．０ １０．８％ １．３８

擁壁工
その他

３，３４０．１ ３６．７％ ２，５８３．９ ３６．９％ ０．７７

全体計 ９，０８９．７ １００．０％ ６，９９６．７ １００．０％ ０．７７

写真―１ 施工現場の全景
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図―４　日本道路新設工事事例の米国都市別の価格差�
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� 米国河川工事事例（写真―３）

工種別内訳は表―４のとおりである。

この事例における法覆護岸工は，コンクリ

ート関係の材料費が日本の方が安価のため工

事価格が安くなった。工事全体では，大型水

路工が大きなシェアを占めており，０．９７と価

格差がほとんどない結果となった。

	 日本道路新設工事事例

工種別内訳は表―５のとおりである。

この事例における道路土工と地盤改良工に

ついては，日本の工事費は米国の工事費より

も安い。一般的に，米国の発注図面には土質

区分が表示されていないため，土質について

の不確実性が高い。このため，米国の土工工

表―３ 米国舗装修繕工事事例における工種別内訳
［生計費購買力平価（１２２円／ドル）で換算］ （単位：百万円）

工種
米国積算 日本積算 価格差

B／AA金額 シェア B金額 シェア

舗装工 １８５．２ ４３．７％ ２５０．３ ５７．９％ １．３５

縁石工 １０２．０ ２４．１％ ７６．２ １７．６％ ０．７５

排水構造物工
その他

１３６．７ ３２．２％ １０５．９ ２４．５％ ０．７７

全体計 ４２４．１ １００．０％ ４３２．４ １００．０％ １．０２

表―４ 米国河川工事事例における工種別内訳
［生計費購買力平価（１２２円／ドル）で換算］ （単位：百万円）

工種
米国積算 日本積算 価格差

B／AA金額 シェア B金額 シェア

河川土工 ３０．６ ８．５％ ３４．０ ９．７％ １．１１

大型水路工 ２７７．３ ７６．８％ ２６６．９ ７６．４％ ０．９６

法覆護岸工
その他

５３．３ １４．７％ ４８．５ １３．９％ ０．９１

全体計 ３６１．２ １００．０％ ３４９．４ １００．０％ ０．９７

写真―２
舗設作業

写真―３
河川土工作業
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４

事費には他の工種に比較して大きな経費がリスク

として計上されていることが理由の一つと考えら

れる。ブロック積み工，カルバート工では，日米

の価格差はほとんどない。

米国都市別の総価比較を見てもダラス以外の都

市で安い結果となった（図―４）。


 日本舗装新設工事事例

工種別内訳は表―６のとおりである。

この事例では，全体的に見てシェアの６０％以上

を占める舗装工で全体の価格差が決まっているた

め日本が高い結果となった。理由は，米国舗装修

繕工事事例同様，日本のアスファルトの材料単価

が高いためである。

米国都市別の総価比較を見てもすべての都市で

日本が高い結果となった。

� 日本河川工事事例

工種別内訳は表―７のとおりである。

この事例における法覆護岸工については価格差

はほとんどない。工事の約８０％をこの工種で占め

ているため工事全体でも価格差は０．９９とほとんど

ない結果となった。

米国都市別の総価比較を見てもダラス以外の都

市で，ほぼ同じか安い結果となった。

工事構成要素の単価比較に
ついて

今回の調査では，これまでの調査と同じく，前

述の工事総価による比較と並行して，主要な労務

表―５ 日本道路新設工事事例における工種別内訳
［生計費購買力平価（１２２円／ドル）で換算］ （単位：百万円）

工種

日本 ニューヨーク シカゴ ダラス サンフランシスコ ４都市平均

A金額
（シェア）

b１金額
価格差
（A／b１）

b２金額
価格差
（A／b２）

b３金額
価格差
（A／b３）

b４金額
価格差
（A／b４）

B金額
価格差
（A／B）

道路土工
７６

（４２．６％）
１２７ ０．６０ １０４ ０．７３ ８８ ０．８６ １１７ ０．６５ １０９ ０．６９

地盤改良工
１７

（９．６％）
２９ ０．５８ ２４ ０．７１ ２０ ０．８４ ２７ ０．６３ ２５ ０．６８

ブロック積み工
３９

（２１．９％）
４７ ０．８４ ３９ １．０１ ３１ １．２８ ４５ ０．８８ ４０ ０．９８

カルバート工
４６

（２５．８％）
６０ ０．７６ ５０ ０．９２ ３２ １．４５ ５１ ０．８９ ４８ ０．９５

全体計
１７８

（１００％）
２６３ ０．６８ ２１６ ０．８２ １７１ １．０４ ２４０ ０．７４ ２２３ ０．８０

表―６ 日本舗装新設工事事例における工種別内訳
［生計費購買力平価（１２２円／ドル）で換算］ （単位：百万円）

工種

日本 ニューヨーク シカゴ ダラス サンフランシスコ ４都市平均

A金額
（シェア）

b１金額
価格差
（A／b１）

b２金額
価格差
（A／b２）

b３金額
価格差
（A／b３）

b４金額
価格差
（A／b４）

B金額
価格差
（A／B）

舗装工
１７４

（６４．４％）
１４８ １．１８ １２４ １．４０ １１２ １．５６ １４３ １．２２ １３２ １．３２

排水構造物工
７８

（２８．９％）
８４ ０．９３ ７２ １．０９ ５５ １．４１ ７６ １．０３ ７２ １．０９

縁石工
その他

１８
（６．７％）

１３ １．３８ １１ １．６３ １１ １．６４ １４ １．２９ １２ １．５０

全体計
２７０

（１００％）
２４５ １．１０ ２０７ １．３０ １７８ １．５２ ２３３ １．１６ ２１６ １．２５
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図―５　工事構成要素ごとの単価比較結果�
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５

（普通作業員・鉄筋工・特殊運転手等），資材（生

コンクリート・鉄筋・アスファルト等）および機

械（ブルドーザ・バックホウ・振動ローラ等）の

各単価について日米間の比較を行っている。

図―５は，生計費購買力平価で換算した結果で

ある。前回調査の平成１０年（１９９８年）との比較で

は，資材単価が７ポイント上昇したが，労務単

価，機械単価については低下傾向にある結果とな

っている。

なお，これらはあくまでも工事構成要素の比較

であって，実際の工事費には，日米間における歩

掛・諸経費（米国はユニットプライス）等の考え

方の違いが反映されることになる。

おわりに

建設工事の分野は，各国の地域特性や社会状況

に応じて計画されることから，国ごとに異なる性

質がある。特に，公共土木工事の場合には，目的

物の種類，規模，仕様，諸条件等が工事ごとに異

なり，一品生産的な要素が強いため，他の財やサ

ービスのように，「それぞれの国で同じものを購

入したらいくらになるか」といった比較分析がな

じまない面がある。今回の調査では，こうした制

約を踏まえつつ，現地視察を行うことなどによ

り，できるだけ条件をあわせるように努めた。

今回の調査からは，工事事例によ

りバラツキはあるものの，日米にお

ける建設コストの価格差は見られな

かったが，これは仮に同じものを造

った場合の比較である。実際には，

日本と米国等とでは，自然条件や社

会条件等が異なるため，それぞれの

国で全く同じものを造ることにはな

らない。どうしても，我が国ならで

はの国土条件の厳しさから，工事コ

ストが欧米諸国より高くならざるを

得ない側面があり，今後とも，一層の建設コスト

縮減に向けた取り組みを進めていくことが重要で

あると考える。

（追記） 本調査結果については国土技術政策総合研

究所ホームページ（http : //www.nilim.go.jp/

lab/pbg/index.htm）に掲載しているので，併

せて参照されたい。

表―７ 日本河川工事事例における工種別内訳
［生計費購買力平価（１２２円／ドル）で換算］ （単位：百万円）

工種

日本 ニューヨーク シカゴ ダラス サンフランシスコ ４都市平均

A金額
（シェア）

b１金額
価格差
（A／b１）

b２金額
価格差
（A／b２）

b３金額
価格差
（A／b３）

b４金額
価格差
（A／b４）

B金額
価格差
（A／B）

河川土工
９

（９．３％）
１２ ０．７６ ８ １．０８ ８ １．１６ １０ ０．９０ １０ ０．９５

法覆護岸工
７７

（８０．２％）
９０ ０．８６ ７５ １．０４ ５３ １．４６ ８４ ０．９２ ７６ １．０２

付帯道路工
１０

（１０．４％）
１４ ０．７０ １２ ０．８３ ９ １．１０ １２ ０．７８ １２ ０．８３

合計
９６

（１００％）
１１６ ０．８３ ９５ １．０１ ７０ １．３８ １０７ ０．９０ ９７ ０．９９
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２

はじめに

土木工事における積算・契約のプロセスにおい

ては，透明性・客観性・妥当性の向上が求められ

ています。このため，平成３年度より，契約内容

の明確化とともに，積算・契約業務の合理化・効

率化のため，工事工種の体系化，共通仕様書・積

算基準書・数量算出要領等の契約・積算図書類等

を体系的に整備する「新土木工事積算大系」の構

築に取り組んでおり，現在までに一通りの整備お

よび新規歩掛制定等に伴う改訂を行ってきていま

す。

今回，「工事工種体系」および「新土木工事積

算体系用語定義集」（以下，「用語定義集」とい

う）について，平成１５年度および平成１６年度改訂

を通じて，近年の施工実態等を踏まえた「分かり

易い工種体系への見直し」「工種体系名称の見直

し」等を行いましたので，その概要について紹介

します。

「工事工種体系」の改訂

� 「工事工種体系」とは

工事工種体系とは，契約図書の一部でもあり契

約数量を示す工事数量総括表について，階層数や

表―１ 工事工種体系の整備・追加・改訂の経緯

年 度 新規工事区分（レベル１）整備・追加状況
工事区分
（レベル１）
整備数

備 考

平成８年度版
『河川』：８工事区分，『海岸』：５工事区分，
『砂防』：３工事区分，『道路』：１３工事区分

２９

平成９年度版
・『道路』に「コンクリートシェッド」「鋼製シェッド」
を追加

３１

平成１０年度版
・『道路』より「キャブ」を削除
・『公園』を追加：５工事区分
・『下水道』を追加：１工事区分

３６

平成１２年度版

・『河川』に「水門」を追加
・『ダム』を追加：２工事区分
・『道路』に「地下横断歩道」「地下駐車場」を追加
・『下水道』に「処理場・ポンプ場」を追加

４２

平成１４年度版 ・『道路』に「情報ボックス」を追加 ４３

平成１５年度版
平成１６年度版

― ４３
工種体系全般の見直しに
よる改訂（表―２参照）

土木工事積算の工事工種体系
および用語定義集の改訂

国土交通省国土技術政策総合研究所総合技術政策研究センター建設システム課
すぎやま じゅん

積算技術係長 杉山 純
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事　業　分　野�

河　　　川�
第１分野�

海　　　岸�
第２分野�

砂　　　防�
第３分野�

ダ　　　ム�
第４分野�

道　　　路�
第５分野�

公　　　園�
第６分野�

（注） １．　　　は，体系化が未整備（もしくは体系化の必要性を含めて検討中）の工種を示す。�

　　　 ２．「＊」は，『河川』『海岸』『砂防』『道路』の事業分野で，平成15年度版および平成16年度版�
　　　　　において改訂のある工事区分（レベル１）を示す。�

下　水　道�
第７分野�

工　事　区　分�事　業　区　分�
（レベル０）� （レベル１）�

河　　川　　改　　修�

築堤・護岸�
浚渫（河川）�
樋門・樋管�
水門�
堰�
排水機場�
水路トンネル�
床止め・床固め�

河川維持�
河川修繕�

海岸維持，海岸修繕�

堤防・護岸�
突堤・人工岬�
海域堤防�
浚渫（海岸）�
養浜�

砂防堰堤�
流路�
斜面対策�

砂防維持�
砂防修繕�

コンクリートダム�
フィルダム�

道路改良�
舗装�
鋼橋上部�
コンクリート橋上部�
橋梁下部�
トンネル（NATM）�
トンネル（矢板）�
コンクリートシェッド�
鋼製シェッド�
地下横断歩道�
地下駐車場�

共同溝�
電線共同溝�
情報ボックス�

道路維持�
道路修繕�
雪寒�

＊�
＊�
＊�
＊�
＊�
＊�
�
＊�

＊�
＊�

＊�
＊�
＊�
＊�
＊�

＊�
＊�
＊�

＊�
＊�
＊�
＊�
＊�
＊�
＊�
＊�
＊�
＊�
＊�

＊�
＊�
＊�

＊�
＊�
＊�

基盤整備�
植栽�
施設整備�
グランド・コート整備�
自然育成�

管路�
処理場・ポンプ場�

河　川　維　持　修　繕�

海　　岸　　整　　備�

海　岸　維　持　修　繕�

砂防・地すべり対策�

砂防・地すべり対策施設�
維持修繕　　　　　　　�

ダ　　ム　　建　　設�

ダ　　ム　　管　　理�

道 路 新 設 ・ 改 築�

共同溝・電線共同溝�

道路維持修繕・雪寒�

公園緑地整備・改修�

公 園 緑 地 維 持 管 理�

下 水 道 施 設 管 理�

下 水 道 施 設 維 持�

図―１　工事工種体系における分類と整備状況（平成16年度版）�
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図―２　形式ごとの種別への改訂の例�
　　　　（コンクリート橋上部）�

工事区分�
（レベル１）�

改訂前�

改訂後�

工　　種�
（レベル２）�

種　　別�
（レベル３）�

コンクリート橋上部� 工場製作工�
工場製品輸送工�
コンクリート主桁製作工�
コンクリート橋架設工�
床版・横組工�
支承工�
橋梁付属物工�
仮設工�

レベル２を�
作業区分別に設定�

レベル２を�
橋梁形式ごとに設定�

…�

…�
…�

…�
�
プレビーム桁製作工�
PCホロースラブ製作工�
RCホロースラブ製作工�
PC版桁橋工�
PC箱桁橋工�

工事区分�
（レベル１）�

工　　種�
（レベル２）�

種　　別�
（レベル３）�

コンクリート橋上部� 工場製作工�
工場製品輸送工�
PC橋工�
プレビーム桁橋工�
PCホロースラブ橋工�
RCホロースラブ橋工�
PC版桁橋工�
PC箱桁橋工�
PC片持箱桁橋工�
PC押出し箱桁橋工�
橋梁付属物工�
コンクリート橋足場等設置工�
仮設工�

プレビーム桁製作工�
プレビーム桁製作工（現場）�
支承工�
架設工（クレーン架設）�
架設工（架設桁架設）�
床版・横組工�

架設工（クレーン架設）�
架設工（架設桁架設）�

階層定義，細分化方法などの構成方法，用語名称

や数量単位などの表示方法を，工種ごとに標準

化，規格化することです。これらは，工事数量総

括表に反映されるのみならず，共通仕様書の構成

内容や，積算基準書，新土木工事積算システム，

数量算出要領などにも反映されることとなること

から，きわめて重要な意味合いを持っているとい

えます。

直轄工事においては，平成８年度より積算に

「工事工種体系」の使用が義務づけられていま

す。

� これまでの「工事工種体系」整備・追加の

経緯

工種体系の構築は，『河川』『海岸』『砂防』『ダ

ム』『道路』『公園』『下水道』の７分野において

汎用性の高いものから優先的に体系化の整備を行

い，平成８年度より，完成したものから順次実際

の工事に適用していくといった段階的な追加整備

を行ってきており，平成１６年度現在４３工事区分の

構築が完了しています（表―１，図―１参照）。

� 今回の改訂概要

（主に平成１５年度に改訂，残り一部を平成１６年

度に改訂。表―２参照）

� 分かり易い工種体系への見直し

より分かり易い工種体系への見直しとして，例

えば，コンクリート橋上部の工種体系は，レベル

２（工種）項目が「コンクリート主桁製作工」

「コンクリート橋架設工」「床版・横組工」「支承

工」と作業区分別に設定されていました。そのた

め，それぞれのレベル２項目から該当する橋梁形

式のレベル３項目を選択する必要がありました。

そこで，レベル２の項目を「プレビーム桁橋工」

「PCホロースラブ橋工」等の橋梁形式ごとに区

分しそれぞれの配下のレベル３項目に「桁製作

工」「架設工」「床版・横組工」「支承工」等を設

定することとし，目的物の明確化を図っています

（平成１５年度，図―２参照）。

また，目的物の施工に伴う床掘りや埋戻しは，

目的物ごとに作業土工（レベル３）という名称で

示し，この作業土工で発生した残土を自工区外へ

搬出処分する作業として作業残土処理工（レベル

３）を設けていました。また，本体土工（例：道

路土工（レベル２）―掘削工（レベル３））で発

生した残土を自工区外へ搬出処分する作業は，掘

削工で計上することとしていました。このように

工事で発生する残土の作業を別々の項目で扱うこ

とは，工種体系上分かり難いため工事全体で発生

する残土処理の作業として残土処理工（レベル

３）を設定しています（平成１５年度）。

� 工種体系名称の見直し

工種体系の名称については，積算基準類との整

合，工種体系間での名称の統一，一般的に使われ

なくなった名称・分かり難い表現名称の改善等の

観点から，適宜見直しを行っています。

例えば，これまで河川土工・海岸土工・砂防土

工ではレベル３項目の名称として「整形仕上げ

工」があり，同様な作業内容として道路土工では

レベル３項目の名称として「法面整形工」として

設定されていました。工種体系間での名称の統一

２２ 建設マネジメント技術 2004年 11月号



表―２ 工事工種体系の改訂概要

工事区分（レベル１） 工種（レベル２）以上の改訂内容
１．築堤・護岸 ・「軽量盛土工」「付帯道路施設工」「光ケーブル配管工」（レベル２）を追加（平成１５年度）
２．浚渫（河川） ・「浚渫工（バックホウ浚渫船）（レベル２）を追加（平成１６年度）
３．樋門・樋管 ・「軽量盛土工」「地盤改良工」（レベル２）を追加（平成１５年度）
４．水門 ・「軽量盛土工」「橋梁現場塗装工（鋼管理橋）」「床版工」「橋梁付属物工（鋼管理橋）」「橋梁

足場等設置工（鋼管理橋）」「コンクリート管理橋上部工（PC橋）」「コンクリート管理橋上
部工（PCホロースラブ橋）」「橋梁付属物工（コンクリート管理橋）」「橋梁足場等設置工
（コンクリート管理橋）」「舗装工」を追加（平成１５年度）

５．堰 ・「軽量盛土工」「橋梁現場塗装工」「床版工」「橋梁付属物工（鋼管理橋）」「橋梁足場等設置
工（鋼管理橋）」「コンクリート管理橋上部工（PC橋）」「コンクリート管理橋上部工（PC
ホロースラブ橋）」「コンクリート管理橋上部工（PC箱桁橋）」「橋梁付属物工（コンクリー
ト管理橋）」「橋梁足場等設置工（コンクリート管理橋）」「付属物設置工」（レベル２）を追
加（平成１５年度）

６．排水機場 ・「軽量盛土工」（レベル２）を追加（平成１５年度）
７．床止め・床固め ・「軽量盛土工」（レベル２）を追加（平成１５年度）
８．河川維持 ・「管理用通路補修工」（レベル２）を削除（平成１５年度）

・「路面補修工」「付属物復旧工」「付属物設置工」「光ケーブル配管工」（レベル２）を追加
（平成１５年度）

９．河川修繕 ・「軽量盛土工」（レベル２）を追加（平成１５年度）
・「管理用通路補修工」（レベル２）を「管理用通路」（レベル２）に名称変更（平成１５年度）

１０．堤防・護岸 ・「軽量盛土工」「擁壁工」「カルバート工」（レベル２）を追加（平成１５年度）
・「水路工」（レベル２）を「排水構造物工」（レベル２）に名称変更（平成１５年度）

１１．突堤・人工岬 ・「軽量盛土工」（レベル２）を追加（平成１５年度）
１２．海域堤防 ―
１３．浚渫（海岸） ―
１４．養浜 ・「軽量盛土工」「砂止工」（レベル２）を追加（平成１５年度）
１５．砂防堰堤 ・レベル１名称を「砂防ダム」から「砂防堰堤」に変更。

レベル２以下においても『ダム』という表現を全て『堰堤』に変更（平成１５年度）
・「軽量盛土工」「法面工」（レベル２）を追加（平成１５年度）

１６．流路 ・「軽量盛土工」（レベル２）を追加（平成１５年度）
１７．斜面対策 ・「軽量盛土工」（レベル２）を追加（平成１５年度）

・「抑止杭・アンカー工」（レベル２）を「抑止杭工」（レベル２）に名称変更（平成１５年度）
１８．道路改良 ・「工場製作工」「工場製品輸送工」（レベル２）を削除（平成１５年度）

・「軽量盛土工」（レベル２）を追加（平成１５年度）
・「小型水路工」（レベル２）を「排水構造物工」（レベル２）に名称変更（平成１５年度）

１９．舗装 ・「地盤改良工」「縁石工」「踏掛版工」「区画線工」「道路植栽工」「橋梁付属物工」（レベル
２）を追加（平成１５年度）
・「路面排水工」（レベル２）を「排水構造物工」（レベル２）に名称変更（平成１５年度）

２０．鋼橋上部 ・「支承工」（レベル２）は，「鋼橋架設工」（レベル２）の下のレベル３として構成変更（平
成１５年度）
・「道路土工」（レベル２）を削除（平成１５年度）
・「鋼橋足場等設置工」（レベル２）を追加（平成１５年度）

２１．コンクリート橋上部 ・「コンクリート主桁製作工」「コンクリート橋架設工」「床版・横組工」「支承工」（レベル
２）を削除し，「PC橋工」「プレビーム桁橋工」「PCホロースラブ橋工」「RCホロースラブ
橋工」「PC版桁橋工」「PC橋箱桁橋工」「PC片持箱桁橋工」「PC押出し箱桁橋工」「コン
クリート橋足場等設置工」（レベル２）を追加（平成１５年度）

２２．橋梁下部 ・「軽量盛土工」（レベル２）を追加（平成１５年度）
・「護岸工」（レベル２）を削除し，「護岸基礎工」「矢板護岸工」「法覆護岸工」「擁壁護岸工」
（レベル２）を追加（平成１５年度）

２３．トンネル（NATM） ―
２４．トンネル（矢板） ―
２５．コンクリートシェッド ―
２６．鋼製シェッド ―
２７．地下横断歩道 ・「地盤改良工」（レベル２）を追加（平成１５年度）

・「工場製作工」「工場製品輸送工」「プレキャスト構築工」「仕上げ・上屋工」「付属設備工」
（レベル２）を削除（平成１５年度）
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の観点から，作業内容が分かり易い「法面整形

工」で名称の統一（平成１５年度）を図っていま

す。

� 積算実態を反映した工事工種の追加・削除

実際の積算実績をもとに，使用実績が少ない工

事工種項目について削除を行うとともに，舗装

（レベル１）における地盤改良の「路床安定処理

工」「置換工」（平成１５年度）等使用実績が多い項

目については，必要な工種体系に追加を行ってい

ます。

２８．地下駐車場 ―
２９．共同溝 ―
３０．電線共同溝 ・「舗装版撤去工」（レベル２）を追加（平成１５年度）
３１．情報ボックス ・「舗装工」「道路付属施設工」「構造物撤去工」（レベル２）を削除（平成１５年度）
３２．道路維持 ・「舗装維持工」「構造物補修工」「撤去物処理工」（レベル２）を削除し，「道路土工」「舗装

工」「排水構造物工」「防護柵工」「標識工」「道路付属施設工」「擁壁工」「石・ブロック積
（張）工」「カルバート工」「法面工」「橋梁床版工」「橋梁付属物工」「横断歩道橋工」「現場
塗装工」「トンネル工」「構造物撤去工」「仮設工」（レベル２）を追加（平成１５年度）

３３．道路修繕 ・「軽量盛土工」「構造物撤去工」「道路植栽工」（レベル２）を追加（平成１５年度）
・「道路構造物修繕工」（レベル２）を削除し，「排水構造物工」「縁石工」「防護柵工」「標識
工」「区画線工」「道路付属施設工」「擁壁工」「石・ブロック積（張）工」「カルバート工」
「法面工」「落石雪害防止工」（レベル２）を追加（平成１５年度）
・「橋梁修繕工」（レベル２）を削除し，「橋梁床版工」「鋼桁工」「橋梁支承工」「橋梁付属物
工」「横断歩道橋工」「橋脚巻立て工」を追加（平成１５年度）
・「トンネル修繕工」（レベル２）を「トンネル工」（レベル２）に名称変更（平成１５年度）

３４．雪寒 ―
３５．各工種共通
〈構造物撤去工〉
〈仮設工〉

・各工種共通として「構造物撤去工」（レベル２）を整備（平成１５年度）
―

３６．共通仮設 ―

（注） 「―」は，レベル３以下の改訂のみの工事区分

工事区分
（レベル１）

工 種
（レベル２）

種 別
（レベル３）

細 別
（レベル４）

築堤・護岸 擁壁護岸工 場所打擁壁工（構造物単位）L型擁壁

排水機場 沈砂池工 場所打擁壁工（構造物単位）L型擁壁

堤防・護岸 擁壁工 場所打擁壁工（構造物単位）L型擁壁

斜面対策 擁壁工 場所打擁壁工（構造物単位）L型擁壁

斜面対策 地下水遮断工 場所打擁壁工（構造物単位）L型擁壁

道路改良 擁壁工 場所打擁壁工（構造物単位）L型擁壁

橋梁下部 擁壁護岸工 場所打擁壁工（構造物単位）L型擁壁

道路維持 擁壁工 場所打擁壁工（構造物単位）L型擁壁

道路修繕 擁壁工 場所打擁壁工（構造物単位）L型擁壁

総括表用単位 m３

積算用単位 m３L 型擁壁
【用語の定義】
L型擁壁の構築作業で，以下の費用を含む。
・コンクリート擁壁構築費
・型枠 ＊“ゴシック・斜体”の費用項目は，同名称の細別を参照

【備考】
構築費には，基礎材，均しコンクリート，足場，目地材，水抜き
パイプ，吸出し防止材の費用を含む。

＊＊該当細別を含む上位レベルの一覧

図―３ 用語定義集の例（L型擁壁）
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� 共通工種（レベル２）の新規設定

既存体系で各工種に設定されていた「構造物撤去

工（レベル２）」を見直し，各工種で共通に使用

できる共通工種として設定しています（平成１５年

度）。

� 標準歩掛改正に伴う工種体系の改訂

土木工事標準歩掛に関しては，施工形態の変化

が現れた工種について既存制定工種の改定，新規

工種の制定，工種の削除等が毎年度行われてお

り，これらの歩掛改正を踏まえ工事工種体系の見

直しを行っています。

例えば，平成１５年度には新しい歩掛として構造

物単位歩掛「共同溝工」の制定を受け，レベル３

項目としての体系追加，平成１６年度には「浚渫工

（バックホウ浚渫船）」の新規歩掛制定に伴う，レ

ベル２項目としての追加などを行っています。

「用語定義集」の改訂

� 「用語定義集」とは

「用語定義集」は，体系化された各工事工種の

細別名称，単位およびその工種に含まれる費用項

目等を定めたものであり，必要に応じ図・写真等

を用い，発注者・受注者間の共通認識の形成に役

立つものといえます。

工種体系における細別（レベル４）項目は，契

約における取引項目を示すレベルであり，細別単

価は歩掛の標準的な組合せの集合体で構成されて

います。そこで，細別の費用構成を包括的な表現

で記述したものとして用語定義集を整備していま

す。よって用語定義集は，いわゆる土木用語集的

なものではなく，体系用語としての細別の定義と

いう観点からの記述とし，工法に関する記述等，

施工の任意性を阻害するおそれのあるような表現

は極力避けることとしています。図―３に用語定

義集の例を示します。

� これまでの整備の経緯

表―３に用語定義集の整備の経緯を示します。

現在までに，『河川』『海岸』『砂防』『道路』『公

園』『下水道』の６分野において，用語定義集の

整備が完了しています。

� 今回の改訂概要

『河川』『海岸』『砂防』『道路』の分野におい

ては，平成１６年度版「工事工種体系」との整合を

図り，「用語定義集」の改訂を平成１６年度に行い

ました。今回の改訂では，施工実態に合わせた用

語の追加・削除・変更，歩掛の新規制定・改訂に

伴う用語の追加などを行っています。この結果，

平成９年度の用語定義集における用語定義数８８６

細別に対し，追加２１０細別，削除１７６細別，名称変

更１１５細別により，合計９２０細別の用語定義集とな

っています。また，施工実態に合わせた単位，費

目項目等の見直しも行いました。

おわりに

今後も工事工種体系については，標準歩掛の改

正や施工環境の変化に対応し適正に見直しを行い

公表していくことで，積算の透明性・客観性等の

向上を推進し，発注者と受注者の間での共通認識

が図られるものと考えられます。また，政府の

「公共事業コスト構造改革」の主要な施策として

位置づけられ積算改革の一環として取り組んでい

るユニットプライス型積算方式の導入において

も，これまで整備してきた工事工種体系を基本に

してユニット化の検討を行っているところです。

「工事工種体系」「用語定義集」は，国総研ホ

ー ム ペ ー ジ http//www.nilim.go.jp/lab/pbg/in

dex.htm（建設システム課のページ）によりご覧

いただけます。

表―３ 用語定義集の整備・改訂の経緯

整備年度 対象分野 細別用語数

平成９年度 『河川』『砂防』
『海岸』『道路』

８８６細別

平成１０年度 『公園』 １４５細別

平成１３年度 『下水道』 ４９１細別

平成１６年度 以下の分野で改訂
『河川』『砂防』
『海岸』『道路』

９２０細別
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